
各課ヒアリングや個別計画の整理等より抽出した
課題を、13の基本施策の分野別で整理
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「住み続けたい」
「住みたい」と思える
魅力あるまちへ

「いしかりの顔」がない
観光客、移住者や就労者を
呼び込むための代表的な
「まちの顔」づくりが必要

冬季間の観光客
冬季の観光資源・イベントが
不足。新たな魅力の創出へ

軌道系交通網がない
車がないと観光が困難。車を
有する“札幌圏”からのドライブ
観光客が大半

宿泊客が少ない
札幌圏からの日帰り観光客
が大半

道外に対する訴求効果が弱い
                        全国的な知名度や魅力が弱く、

道外プロモーションの効果が
小さい

農漁業従事者の担い手不足
従事者の減少や高齢化が深刻化

漁獲魚種の変化や漁獲量の減少
気候変動に伴う漁獲魚種の変化。
鮭の不漁などによる収入の不安定化

獣害による漁業・農業被害
トドによる漁網破壊や漁獲量減少。
シカやアライグマによる農業被害

密漁対策の強化
密漁による漁業被害の防止が必要

食のブランド化、６次産業化
地場産品の販路拡大、高付加価値化。
石狩鍋に次ぐ、新たなブランドの創出
が必要

学力水準が低い
全国平均より学力水準が低い。
家庭学習の習慣づけ、ICTを
活用した質の高い教育の促進

学校施設の適正化
児童数の減少に伴う施設の適正
規模・適正配置の検討が必要

不登校率が高い
全国平均より不登校率が高い。
段階に応じた支援が必要

生活習慣の改善
朝食の欠食。スクリーンタイムが長い

部活動の維持
教員の働き方改革に伴う部活動の
地域移行や拠点校方式の検討が必要

放課後児童クラブの不足
共働き世帯の増加に伴う
ニーズが急増。待機児童が発生

児童館の不足
小学校区ごとの設置が望ましいが、
中学校区単位の設置にとどまる

緑苑台地区の児童施設が空白
宅地造成に伴い、緑苑台地区の児童
館、放課後児童クラブが不足見込み

こども会の縮小
コロナ以降、こども会の活動が縮小。
役員の担い手不足

こどもの地域参加の減少
人と人の繋がりの考え方が変化。
こどもの地域参加も減少

性別にとらわれない社会の構築
パートナーシップ宣誓制度を導入。「多様性の考えが
当たり前」となる環境づくりへ

町内会活動の縮小
町内会の加入率が約６割まで低下。役員の高齢化・担い手不足。
役員の負担軽減や、若年層の参加拡大が必要

市民参加手続きの困難化
市民による行政参加の機会が縮小していることから、
いまの時代にあった、「市民参加手続き」の在り方の検討が必要

多世代の交流拠点が不足
出会いや交流を創出する交流拠点が必要

防犯対策の強化
R5年度に人口千世帯当たりの住宅侵入犯罪の件数
が全道１位。地域内の交流強化や支援策が必要

防災情報の伝達手法の強化
緊急時に防災無線の役割となる「いしポ」の
利用促進が必要

備蓄品の保管スペース不足
分散備蓄で管理負荷が大きい。拠点
管理を行う備蓄倉庫が必要

要配慮者の避難支援体制の構築
死亡リスクの高い要配慮者の避難
支援体制の確保が必要。福祉部

     との連携が必須

生物多様性の保全
希少種や在来種に影響を及ぼす外来種の

     対応が必要。

野生動物との共生
        エゾシカやヒグマなどの野生動物との軋轢が

生じており、共生に向けた対策強化が必要 
事業系ごみの削減

事業系ごみが微増。組成調査の結果、
７割以上が紙ごみ。事業者による削減
努力が必要

ゼロカーボンシティの推進
エネルギーの地産地活の推進や、公共施設の
再エネ・省エネ化や燃料の転換等の促進が必要

市民や事業者に対する省エネ意識の醸成
市民や事業者に対する環境配慮の意識醸成が必要

一般海域における洋上風力の推進
石狩市沖における洋上風力発電の実現に向けた
検討が必要。合わせて、地域への経済波及に向けた
手法の検討

産業用地の不足
新港の工業団地の用地
不足に伴う新たな産業
用地の検討が必要

水道管の老朽化
市内の水道管の大半が

           更新期。漏水も増加

技術職員の減少・高齢化
技術職員が減少。募集しても
採用が困難。技術・知識の
継承に課題

インフラのダウンサイジング
水道・下水道ともに、人口減少に
合わせたダウンサイジングが必要

空き家問題の深刻化
厚田・浜益を中心に空き家問題が
深刻化。予防対策への転換が必要

事業所の人手不足
どこの業種も人手不足や

                                             高齢化が深刻化で事業承継に課題

商店会活動の縮小
役員の高齢化などにより活動が縮小。
まちの賑わいの衰退にも影響

新港企業間のつながりが希薄
立地企業に対する支援が必要。洋上風力による
地域活性化等の手法を検討する協議会の設置へ

新港地域就業者の居住地
約２万人の就業者を誇るが、大半が札幌

     市民。新港地域は飲食・娯楽もなく、域内
     消費も少ない

雇用の確保が困難
隣町の札幌の方が条件

(給与、利便性等)が良く、
人材確保が困難

通勤方法が限定的
都市を中心に車を持たないライフ
スタイルが広がり、公共交通の課題も
あり、人材確保が困難

アクティブシニアの活躍の場
アクティブシニア向けの就労・雇用促進の

                 取組の検討が必要

外国人労働者の受入環境
外国人の雇用に興味のある事業所は
約３割。ただし、外国人労働者は
増加している

新港地域への通勤が不便
中央バスの撤退。デマンド交通を
整備しているが、より利便性の
向上が必要

交通結節点や待合所の整備
市役所周辺における交通結節
点の整備が必要

市街地の利便性向上
石狩庁舎～麻生間などの減便
により、市街地の利便性が低下。
市街地の公共交通の満足度向上へ

税収増を超過する歳出増
固定資産税やふるさと納税で
増収。一方で、物価高騰等による
歳出増が上回り、財政状況を逼迫

財政調整基金が少ない
道内市町村でも低い水準。
道内市でワースト２位

既存事業の見直し
「新規事業＝既存事業の廃止・
縮小」という意識が希薄。既存
事業の見直すしくみが必要

公共施設の統廃合
利用状況等を勘案し、施設の統廃合や
長寿命化の計画的な実施が必要

課横断的な課題共有・連携強化
行政課題の複雑化により、単一課では
対応が困難な課題が増加。課横断的な
解決に向けた仕組みづくりが必要

医療提供体制の維持
地域の実情に応じた医療
提供体制づくりが必要

検診率の低さ
各種健診の受診率が低調。受診
勧奨が必要。働く世代の健診
情報の把握が困難

ライフステージに応じた
健康づくり
健康寿命の延伸が必要。
高齢者だけではなく、
世代に応じたアプローチ

生活習慣病の予防
メタボ該当者が多い。
喫煙や飲酒の抑制も必要

DX化の必要性
医療・健診等の現場の
デジタル化が難航

文化財の価値創造
地域固有の歴史や文化を
観光資源として価値創造

ふるさと学習の縮小
サケの文化など、地域資源を題材とした
ふるさと学習の機会が縮小傾向

高齢者の生きがい創出
社会性を保ち続けることが介護予防へ。
高齢者が活躍する場と仕組みづくりが必要

社会教育の活性化
社会教育活動の担い手と受け手の双方が減少。
特に若年層が少ない。持続的な体制づくりが必要

福祉

りんくるプラン、障がい者福祉
計画、高齢者保健福祉計画

介護人材の不足
高齢化が進行し、一層の介護需要の
高まりが見込まれるが、介護人材が
不足し、人材確保が困難

福祉除雪サービスの人手不足
窓際除雪を行う福祉除雪サービスの
担い手が不足し、対象が狭小化

介護保険料の維持
一般会計からの繰入金や基金の取崩

    し等で維持しているが、基金も枯渇し
   てきており、介護保険料の維持が困難

身寄りのない独居老人
独居老人が増え、地域で支える
仕組みが必要

親なき後支援
親が亡くなったあとに残された
障がいを抱える子の増加が見込
まれ、早期の社会とのつながり
構築が必要

公助から共助へ
社会保障費が増加しており、
地域で支え合える仕組み
づくりが必要
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